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２．統一論題設定の趣旨
20世紀初頭に学問領域としての「経営学」が誕生して100有余年になる。しかし，その学問的展開は極めて多岐にわたっており，また学問としての体系や方法も多種多様であり，いまだ学界として「経営学とは何か」に関する統一見解が存するというのは困難な状況である。

　管理学としての生成・発展を特徴とし，経営者・管理者の実践的要請に応える方策を追求するアメリカの経営学，企業活動における価値の動きを具体的に捕捉せんとし，経営経済学として発展を遂げてきたドイツの経営学があり，こうしたアメリカとドイツという双方の経営学を摂取しつつ，独自な展開を遂げてきた日本の経営学など，実に多様な「経営学」の展開が見られる。
　また，経営学の下位領域としてどういった専門分野があるかといえば，これまた実に多種多様であり，『日本経営学会誌』の領域区分によると，企業理論，企業形態・企業間関係，企業戦略，企業組織，研究開発，経営情報，財務，労務，生産，販売，経営史，経営学史，経営管理論，中小企業，産業論，国際経営という16もの下位領域が定められており，日本経営学会とは独立に，これらそれぞれの領域で専門の学会が存在し，研究成果の蓄積が行われてきている。

　こうした状況のもと，経営学とは根本的にどのような学問であるか，何を研究対象とし，どういった方法論をとるべきであるのかについて，日本経営学会として今一度議論をし，経営学の学問としての可能性と意義について問う機会としたいというのが，今大会における統一論題の趣旨である。
　今大会においては，この「経営学の学問性」を問うべく，以下の3つの具体的なテーマを設定し，このそれぞれの柱に沿って議論を行うことにしたい。
①多様化する企業経営
1つめのテーマは「多様化する企業経営」である。多様性（diversity）は現代社会を読み解くキーワードの1つである。グローバル化や技術革新の進展など，企業経営を取り巻く環境の変動下においてもなお，国や文化によってそれぞれの固有性が残存し，資本主義の有りようも，アメリカ型，ヨーロッパ型，アジア型等々，またこれらの内部においても更に多様な展開が見られる。それらに応じ，適切な企業経営の有りようも世界の各国・地域によって異なっており，こうした経営実践を照射する経営学のあり方も様々な展開がみられる。このような企業経営の多様性の実態と経営学のあり方について幅広く検討しようとするのが，この第1の柱の趣旨である。

②危機の時代の企業経営
第1の柱が国・地域という空間的異同に照射したテーマであるとすれば，第2の柱は，時間軸的視点から，昨今の「危機（crisis）の時代」にスポットライトを当てようとするものである。ここ数年，世界の企業経営はさまざまな「危機」に瀕しているとされ，アメリカのサブプライムローン問題に端を発する世界金融危機，欧州通貨の価値が崩壊するユーロ危機，さらには東日本大震災に伴う原発問題に端を発するエネルギー危機，タイの洪水被害にみられるような自然災害に伴う危機など，枚挙に暇がない。こうしたさまざまな危機の時代に，個々の企業はどのような対応をなし，また経営学は，こうした危機に対しどういった対策を導出できるのか。これらの点について検討しようとするのが第2の柱である。

③経営学の可能性と存在意義

第1の柱で検討される，世界の企業経営と経営学の多様性，第2の柱で検討される，昨今における危機の時代のあり方を踏まえ，総体としての経営学は何をなし得るのかその可能性と今後の展望，ひいては経営学という学問領域の存在意義について議論しようとするのが第3の柱である。多種多様な対象とアプローチを擁する経営学が，固有の学問領域として存立し続けるためには，現状ではどういった点が欠けており（あるいは十分であり），何が今後必要とされるのか。学問としての経営学の存在意義を問うということは，とりもなおさず日本経営学会の存在意義を問うことである。下位領域ごとの個別の学会のみで十分なのか，日本経営学会が下位領域の学会では議論できない論点があるとすればそれは何なのか。こうした点について議論をなし，経営学の学問性について総合的に検討する機会としたい。



